
住民１人当たりの金額：合計46万2,383円� （平成３１年３月末人口：３万２,９１６人）

町 税 繰 越 金 財産収入 諸 収 入 使用料および手数料

１４万５,６４９円 １万９,１８１円 ２０６円 ５,５０１円 ６,６５１円

分担金および負担金 繰　入　金 寄 附 金 国庫支出金 地方交付税

５,９１８円 ２万４７５円 ６万４,６６１円 ６万７,３８６円 １万９,６７６円

県支出金 町 債 地方消費税交付金 依存財源その他

２万２,０３８円 ６万１,５９４円 １万７,３４１円 ６,１０６円

町税
47億9,420万円

繰越金　6億3,138万円

財産収入　677万円

諸収入　1億8,106万円

使用料および手数料　2億1,891万円

分担金および負担金　1億9,480万円

繰入金　6億7,396万円

寄附金
21億2,838万円

その他　2億98万円
［内訳］地方譲与税� 7,511万円
　　　地方特例交付金� 5,114万円
　　　自動車取得税交付金� 2,854万円
　　　利子割交付金� 668万円
　　　その他� 3,951万円

合計
152億1,980万円

国庫支出金
22億1,809万円

地方交付税
6億4,766万円

県支出金
7億2,541万円

町債　
20億2,742万円

地方消費税交付金　5億7,078万円

収 入

町の決算
平成30年度

みなさんが納めた税金や
国からの交付金などの収
入を、どのような目的で、
いくら使ったかをお知ら
せします。

自依

主
存

財

財

源
源

　収入から支出を引いた額は、４億７,４４６万円で黒
字となっています。このなかには、平成３０年度中に
完成しなかったため令和元年度に繰り越す事業に充て
る収入も含まれています。その額を除いた実質収支は、
３億８,２１２万円の黒字です。

◇収　入
　収入は、平成２９年度よりも１９億８,７１０万円多く
なりました。これは、ふるさと寄附金が影響したこと
によるものです。収入の内訳は、町税など町が主体的
に収入できる自主財源が約５８％、国や県からの交付金
や町の借金である町債などの依存財源が約４２％です。

一 般 会 計
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住民１人当たりの金額：合計44万7,969円
� （平成３１年３月末人口：３万２,９１６人）

民 生 費 教 育 費 総 務 費 衛 生 費

１０万８,５２０円 １２万９,０５４円 ７万２,６１６円 ３万１,３９５円

公 債 費 土 木 費 諸支出金 消 防 費

２万５,４６６円 ４万３,２６６円 １万４,７８７円 １万５,４１５円

農林水産業費 議 会 費 商 工 費 災害復旧費

２,０６０円 ２,６００円 ２,４７２円 ３１８円

○新宮東中学校新築事業
� ２０億７,５１８万円
○�新宮中学校給食室新設および校
舎等改修事業
� ３億７２０万円
○�新宮ふれあいの丘公園グラウン
ド整備事業
� ２億５,１８１万円
○新宮ふれあいの丘公園造成事業�
� １億４,６５４万円
○新宮東中学校グラウンド整備事業�
� １億１,５９３万円
○新宮東中学校用地造成事業
� �１億円
○今池公園整備事業
� ６,０６２万円
○�新宮ふれあいの丘公園駐車場整
備事業

� ５,９２４万円
○小万崎～柳ヶ浦線道路拡幅事業���
� ５,５３０万円
○立花小学校プール改修事業
� ４,０８９万円

平成３０年度に実施した

主な事業

支 出

合計
147億4,534万円

民生費
35億7,203万円

教育費
42億4,795万円

総務費
23億9,023万円

衛生費
10億3,341万円

公債費
8億3,823万円

土木費
14億2,413万円

諸支出金　4億8,673万円

消防費　5億739万円

農林水産業費　6,781万円

その他　1億7,743万円
［内訳］議会費� 8,558万円
　　　商工費� 8,137万円
　　　災害復旧費� 1,048万円

◇支　出
　支出は、平成２９年度よりも２１億４,４０３万円
多くなりました。
　目的別にみると、総務費、教育費、諸支出金な
どが増え、消防費、土木費などが減っています。
　総務費はふるさと納税事業の拡大に伴い、委託
料や使用料が増えたことなどから８億４,２４１万
円（対前年度比５４.４％）増加、教育費は４月に開
校した新宮東中学校の新築工事、グラウンド整備
工事、用地造成工事や新宮中学校の給食室の新設
および校舎などの改修工事などで１４億８,９３７万
円（対前年度比５４.０％）増加、諸支出金は、公共

下水道事業会計に対する出資金やふるさと応援基
金への積立金などにより６,７１１万円（対前年度比
１６.０％）増加しています。
　一方、土木費は新宮ふれあいの丘公園整備事業
が増加したものの、新宮東中学校周辺の道路環境
を整備する社会資本整備事業費などが減少したこ
とから１億１,６６７万円（対前年度比７.６％）減少、
消防費は防災行政無線設備整備工事が終了したこ
とにより防災費が減少したことから１億７,４７２万
円（対前年度比２５.６％）減少しています。
　

平成３０年度　町の決算 問い合わせ先　役場政策経営課　☎９６２－０２３０（直）

3



相島診療所事業特別会計

　相島にある町立診療所を運営するための会計です。
� 　収入　３,８６２万円
� 　支出　３,７１６万円
○年間延べ患者数　２,６６０人

簡易水道事業特別会計

　相島の水道事業を運営するための会計です。
� 　収入　９,３４０万円
� 　支出　９,１９０万円
○給水人口　２５８人　

水道事業会計

　相島を除く町の水道事業を運営するための会計
です。水道事業会計は、地方公営企業法が適用さ
れており、複式簿記による経理となります。
� 　収益的収入　８億１,０３４万円
� 　収益的支出　６億６,３８１万円
� 　資本的収入　１億２,０２６万円
� 　資本的支出　３億２,０７４万円
○給水人口　３万２,１８８人

公共下水道事業会計

　公共下水道事業を運営するための会計です。
　平成３０年度から地方公営企業法が適用されてい
ます。
� 収益的収入　９億５,０７０万円
� 収益的支出　８億７,６８５万円
� 資本的収入　５億６,７１１万円
� 資本的支出　７億３,９８５万円
○処理区域面積　４２１ｈａ

相島漁業集落環境整備事業特別会計

　相島の下水道事業を運営するための会計です。
� 　収入　１,２２８万円
� 　支出　１,１５５万円

渡船事業特別会計

　新宮港と相島港の間を運航する渡船を運営する
ための会計です。
　� 収入　１億３,７０３万円
� 　支出　１億１,８７７万円
○年間乗客数　１７万８,９１３人
○年間運航回数　２,０５７回

国民健康保険特別会計

　国民健康保険制度を運営するための会計です。
� 　収入　２３億６,９３９万円
� 　支出　２３億５,８１０万円
○加入世帯数　２,９５２世帯　

後期高齢者医療特別会計

　７５歳以上の人の医療制度を運営するための会計
です。
� 　収入　３億１,５９２万円
� 　支出　３億１,３２７万円
○被保険者数　２,６４０人　

住宅新築資金等貸付事業特別会計

　住宅新築資金などを貸し付けるための会計です。
現在は、新たな貸し付けを行っていないため、返
済事務のみとなっています。
� 　収入　１００万円
� 　支出　　９７万円

特 別 会 計
　特別会計とは、特定の事業の内容や資金の運用
状況をより分かりやすくするために、一般会計と
分けて経理をする会計です。本町には、７つの特
別会計と２つの事業会計があります。

平成３０年度　町の決算
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　財政健全化判断比率は、町の財政がどのような状況であるかを判断する比率です。
■健全化判断比率� （単位：％）

区　分 平成２９年度 平成３０年度 早期健全化基準 財政再生基準

①実質赤字比率 － － １４.３０ ２０.０

②連結実質赤字比率 － － １９.３０ ３０.０

③実質公債費比率 　８.１ 　７.９ ２５.００ ３５.０

④将来負担比率 ７２.５ ８８.４ ３５０.００　 基準なし

①普通会計（一般会計・住宅新築資金等貸付事業特別会計・相島診療所事業特別会計）の赤字の状況
②全会計の赤字と黒字を合算したときの町の赤字の状況
③町の財政規模に対して町債（借金）の返済額がどれくらいあるかを表すもの
④町の財政規模に対して、町債など現在町が抱えている負債がどれくらいかあるかを表すもの
※①、②は全会計に赤字がないため「－」で表しています。

資金不足比率
会　計　名 平成２９年度 平成３０年度

水 道 事 業 会 計 － －
公 共 下 水 道 事 業 会 計 － －
渡 船 事 業 特 別 会 計 － －
簡 易 水 道 事 業 特 別 会 計 － －
相島漁業集落環境整備事業特別会計 － －

　利用料金で運営する特別会計
の経営状況を判断する比率で
す。すべての会計に資金の不足
がないため、「－」で表していま
す。

財政健全化判断比率

基　金
■基金現在高

基金名 平成２９年度 平成３０年度
積立基金 ３４億３,５７３万円 ３１億８,８３２万円
財政調整基金 ２５億９,３９６万円 ２４億６６４万円
減債基金 ３億７,６６４万円 ３億４,９４５万円
災害対策基金 ７０９万円 ７０９万円
ふるさと応援基金 ４億５,８０４万円 ４億２,５１４万円
定額運用基金 １億４,３９０万円 １億４,３９０万円
土地開発基金 １億４,０００万円 １億４,０００万円
国民健康保険高額療養資金貸付基金 １５０万円 １５０万円
国民健康保険出産資金貸付基金 ２４０万円 ２４０万円

合　計 ３５億７,９６３万円 ３３億３,２２２万円

　基金には、将来実施する事業
の財源として積み立てる積立基金
と、特定の事業を運営する資金と
なる定額運用基金の２つがありま
す。家庭での貯金に当たるものが、
積立基金です。平成３０年度は、
財政調整基金を１億８,７７４万円、
ふるさと応援基金を４億５,８００万
円取り崩しました。

町　債
■町債現在高

会計名 平成２９年度 平成３０年度

一般会計 １２８億６,４７９万円 １４１億２,５８１万円

渡船事業特別会計 １億６,３９０万円 １億４,８１３万円

簡易水道事業特別会計 ９,５１６万円 １億１,１１０万円

水道事業会計 １６億７,２３８万円 １５億４,５８１万円

公共下水道事業特別会計 ５４億９,３７５万円 ５５億４,１２１万円

相島漁業集落環境整備事業特別会計 ３,９２５万円 ３,６７０万円

合　計 ２０３億２,９２３万円 ２１４億３,６３９万円

　町債とは、国や金融機関か
らの借金のことで、特定の事
業を実施する場合に借り入れ
ることが認められています。
一般会計の新設中学校建設事
業の財源としての町債の借入
れが増えています。
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